


















資料７ー４ー23

平成１１年４月１１日

金 融 監 督 庁 長 官 談 話

１．本日、国民銀行から金融再生委員会に対して、金融機能の再生のた

めの緊急措置に関する法律第６８条第１項に基づく申出があり、これ

を踏まえ、金融再生委員会は、同法第８条に基づく金融整理管財人に

よる業務及び財産の管理を命ずる処分等を行った。

２．国民銀行の業務については、金融整理管財人の下、今後も従前通り

行われることになる。

なお、資産劣化防止の観点から、国民銀行から金融再生委員会への

申出と同時に、当庁より同行に対し、銀行法第２６条に基づく業務改

善命令を発出した。国民銀行においては、この命令を踏まえ、適切な

業務運営を行っていくことが求められる。

３．今後とも、当庁としては、我が国金融システムの早期健全化のため

、検査、モニタリングの強化と早期是正措置の厳正な運用などの監督

権限の適切な行使を通じ、個々の金融機関の経営の健全化を図り、も

って預金者等の保護と信用秩序の維持や、内外の金融市場の安定性確

保に万全を期して参りたい。





資料７－４－24 国民銀行の検査結果について

１．検査基準日：平成10年９月30日

２．総資産査定結果

Ⅰ分類（Ⅱ分類、Ⅲ分類及びⅣ分類としない資産） 4,213億円

Ⅱ分類（個別に適切なリスク管理を要する資産） 1,166億円

Ⅲ分類（最終の回収に重大な懸念が存する資産） 247億円

Ⅳ分類（回収不可能又は無価値と判定される資産） 569億円

総資産 6,197億円

３．自己資本の状況

自己資本額 50億円

要追加償却・引当見込額 휘 762億円

計 휘 712億円

含み損益 휘 65億円

（うち有価証券等 휘 66億円）

（注）１．要追加償却・引当見込額は、当局査定に当行の償却・引当基準を適用

して算出したもの。

２．億円未満切り捨て。



総資産の査定結果（10年９月期）

（単位：億円）

分 類 状 況

総資産

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

当 局 査 定 4,213 1,166 247 569 6,197

纊

自 己 査 定 4,699 1,090 407 － 6,197

褜

纊 － 褜 휘 485 75 휘 159 569 －

（注）億円未満切り捨て。

＊ 平成11年４月12日 発表、ホームページ掲載







資料７ー４ー26

平成１１年５月２２日

金 融 監 督 庁 長 官 談 話

１．幸福銀行に対しては、当庁の検査結果（基準日：平成10年９月30日）

を踏まえた同行の１１年３月期末の自己資本比率の水準に鑑み、銀行法

第２６条第１項及び金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法

律第３条第３項の規定に基づき、去る５月１４日、早期是正措置命令を

発出し、自己資本の充実、大幅な業務の縮小、合併又は銀行業の廃止等

の措置のいずれかを選択した上、当該選択に係る措置を速やかに実施す

るよう求めてきたところである。

２．これに対し、５月２１日、幸福銀行から当庁に対して銀行業の廃止等

の措置を選択する旨の報告がなされた。また、同日、同行から金融再生

委員会に対して、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第６８

条第２項に基づく申出があり、これを踏まえ、本日、金融再生委員会は、

同法第８条に基づく金融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる

処分等を行った。

３．幸福銀行の業務については、金融整理管財人の下、今後も従前通り行

われることになる。

なお、資産劣化防止の観点から、同行から金融再生委員会への申出と

同時に、当庁より同行に対し、銀行法第２６条第１項に基づく業務改善

命令を発出した。同行においては、この命令を踏まえ、適切な業務運営

を行っていくことが求められる。

４．今後とも、当庁としては、我が国金融システムの早期健全化のため、

検査、モニタリングの強化と早期是正措置の厳正な運用などの監督権限

の適切な行使を通じ、個々の金融機関の経営の健全化を図り、もって預

金者等の保護と信用秩序の維持や、内外の金融市場の安定性確保に万全

を期して参りたい。





資料７－４－27 幸福銀行の検査結果について

１．検査基準日：平成10年９月30日

２．総資産査定結果

Ⅰ分類（Ⅱ分類、Ⅲ分類及びⅣ分類としない資産） 1兆 3,794億円

Ⅱ分類（個別に適切なリスク管理を要する資産） 3,961億円

Ⅲ分類（最終の回収に重大な懸念が存する資産） 1,030億円

Ⅳ分類（回収不可能又は無価値と判定される資産） 284億円

総資産 1兆 9,070億円

３．自己資本の状況

自己資本額 131億円

要追加償却・引当見込額 獈 596億円

計 獈 464億円

含み損益 獈 105億円

（うち有価証券等 獈 129億円）

（注）１．要追加償却・引当見込額は、当局査定に当行の償却・引当基準を適用

して算出したもの。

２．億円未満切り捨て。



総資産の査定結果（10年９月期）

（単位：億円）

分 類 状 況

総資産

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

当 局 査 定 13,794 3,961 1,030 284 19,070

纊

自 己 査 定 14,789 3,782 499 0 19,070

褜

纊 － 褜 獈 994 179 530 284 －

（注）億円未満切り捨て。

＊ 平成11年５月22日 発表、ホームページ掲載







資料７ー４ー29

平成１１年６月１２日

金 融 監 督 庁 長 官 談 話

１．東京相和銀行に対しては、同行から当庁に報告された自己資本比率の

水準に鑑み、銀行法第２６条第１項の規定に基づき、去る５月３１日、

早期是正措置命令を発出し、また、６月７日、当庁の検査結果（基準日

：平成10年９月30日）を踏まえた１１年３月期決算での対応等について、

銀行法第２４条の規定に基づき、報告を求めてきたところである。

２．これに対し、６月１１日、東京相和銀行から当庁に対して１１年３月

期決算は大幅な債務超過となる旨の報告がなされた。また、同日、同行

から金融再生委員会に対して、金融機能の再生のための緊急措置に関す

る法律第６８条第２項に基づく申出があり、当該申出及び同行の財務状

況を踏まえ、本日、金融再生委員会は、同法第８条に基づく金融整理管

財人による業務及び財産の管理を命ずる処分等を行った。

３．東京相和銀行の業務については、金融整理管財人の下、今後も従前通

り行われることになる。

なお、資産劣化防止の観点から、同行からの大幅な債務超過となる旨

の報告を受け、直ちに、当庁より同行に対し、銀行法第２６条第１項に

基づく業務改善命令を発出した。同行においては、この命令を踏まえ、

適切な業務運営を行っていくことが求められる。

４．今後とも、当庁としては、我が国金融システムの早期健全化のため、

検査、モニタリングの強化と早期是正措置の厳正な運用などの監督権限

の適切な行使を通じ、個々の金融機関の経営の健全化を図り、もって預

金者等の保護と信用秩序の維持や、内外の金融市場の安定性確保に万全

を期して参りたい。





資料７－４－30 東京相和銀行の検査結果について

１．検査基準日：平成10年９月30日

２．総資産査定結果

Ⅰ分類（Ⅱ分類、Ⅲ分類及びⅣ分類としない資産） 1兆 7,172億円

Ⅱ分類（個別に適切なリスク管理を要する資産） 3,856億円

Ⅲ分類（最終の回収に重大な懸念が存する資産） 2,266億円

Ⅳ分類（回収不可能又は無価値と判定される資産） 784億円

総資産 2兆 4,078億円

３．自己資本の状況

自己資本額 ① 624億円

要追加償却・引当見込額 ② 1,814億円

① － ② 黜 1,189億円

含み損益 黜 448億円

（うち有価証券 黜 341億円）

（注）１．要追加償却・引当見込額は、当局査定に当行の償却・引当基準を適用

して算出したもの。

２．億円未満切り捨て。



総資産の査定結果（10年９月期）

（単位：億円）

分 類 状 況

総資産

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

当 局 査 定 17,172 3,856 2,266 784 24,078

纊

自 己 査 定 19,869 3,561 647 0 24,078

褜

纊 － 褜 黜 2,696 295 1,618 783 －

（注）億円未満切り捨て。

＊ 平成11年６月12日 新聞発表、ホームページ掲載
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